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■4群（通信工学）－2編（アンテナ・伝搬） 

2 章 アンテナの基礎 
（執筆者：庄木裕樹）[2013 年 1 月 受領] 

■概要■ 

 アンテナを理解するためには，電磁界や電磁波の性質を理解する必要がある．本章では，

電磁界の基礎方程式であるマクスウェルの方程式，構成関係式，波動方程式などについて先

ずは説明する．次に，波源が存在する場合の放射について説明し，等価定理や開口面からの

放射，電磁界の双対性について述べる．更に，アンテナを利用する場合に基本となる知識と

して必要なアンテナの界領域，アンテナの基本的な定数，可逆定理，散乱断面積とレーダ方

程式，ポアンカレ球についても説明する． 
 なお，本章についてのみ，その内容は電子情報通信学会編の「アンテナ工学ハンドブック

（第 2 版）」の「第 2 章 アンテナの基礎」と全く同じになっていることに留意されたい． 
 
【本章の構成】 

 本章では，電磁界の基礎として，最初に，マクスウェル方程式（2-1 節），構成関係式（2-2
節），波動方程式と平面波（2-3 節）を説明する．次に，波源が存在する場合の放射に関する

基礎として，電磁波の放射（2-4 節），等価定理（2-5 節），開口面による放射（2-6 節），電磁

界の双対性とバビネの原理（2-7 節）について説明する．また，アンテナを利用する場合の

基本知識として，アンテナの界領域（2-8 節），アンテナの基本的な定数（2-9 節），可逆定理

と送受アンテナ（2-10 節），散乱断面積とレーダ方程式（2-11 節），ポアンカレ球（2-12 節）

について説明する． 
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2-1 マクスウェルの方程式 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

 アンテナを理解するためには，電磁界や電磁波の性質を理解する必要がある．本章では，

電磁界の基礎方程式であるマクスウェルの方程式について説明する． 
マクスウェルの方程式は 

   BE
t∂

∂
−=×∇  (2・1) 
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  (2・2) 

   0=∇ B･   (2・3) 

   ρ=∇ D･   (2・4) 

の四つの方程式で与えられる．ここで，E, H, B, D, J, ρ はそれぞれ電界，磁界，磁束密度，

電束密度，電流密度及び電荷密度を表す．微分形で表された式(2･1)と式(2･2)にストークスの

定理を適用し，また式(2･3)と式(2･4)にはガウスの定理を適用すると，積分形で表されたマク

スウェルの方程式 
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が得られる．ここで，式(2･5),(2･6)の左辺は閉じた線 C に沿う線積分，式(2･7),(2･8)の左辺は

閉じた面 S に沿う面積分を表し，式(2･5),(2･6)の右辺は面 S に沿う面積分を表す．また，式(2･
8)は体積 V に沿う体積積分である．これらの積分形の方程式から，図 2･1 に示すように，式

(2･5)～(2･8)の式がそれぞれ，(a) ファラデーの電磁誘導の法則，(b) 拡張されたアンペアの法

則（アンペア・マクスウェルの法則），(c) 磁束密度の無始無終性，及び，(d) ガウスの法則を

表していることが分かる． 
 これらの四つの方程式のほかに，電荷保存の法則 
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が成立する．この式は連続の式とも呼ばれている． 
 四つの式で表されるマクスウェルの方程式は時間的に変化しない静電界や静磁界の場合を

除いて独立ではない．すなわち，式(2･2)の両辺の発散をとり，電荷保存の法則(2･9)を用いる
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と式(2･4)が導かれる．また同様に，式(2･1)の両辺の発散をとると式(2･3)が導かれる．したが

って，式(2･3)と式(2･4)は従属的であり，式(2･1)と式(2･2)だけが独立である． 

 

図 2・1 マクスウェルの電磁法則 

 電流密度 Jは媒質の導電率 σ  によって二次元的に流れる導電電流σ Eとアンテナ電流のよ

うに外部から一次の波源として加えられる印加電流 J0に分けて 
   J = σ E + J0 (2・10) 
と考える必要がある．このように分けた場合，導電電流 σ Eと媒質中の二次的な電荷密度 ρc，

ならびに印加電流 J0 とアンテナ電荷のような印加電荷密度 ρ 0 との間にそれぞれ電荷保存の

法則(2･9)が成り立つ． 
 式(2･1)と式(2･2)は未知数 E, H, B, D, J に対する連立方程式として見ることができるが，方

程式の数が不足しており，これを解くことができない．したがって，方程式を解くためには

これら五つのベクトル界の間の関係を知る必要がある．これらの関係は構成関係式と呼ばれ，

媒質の電磁気的な性質から求められる． 
 印加電流密度 J0のほかに仮想的な印加磁流密度 J0mを考え，式(2･1)を 

   
mt 0JBE −

∂
∂

−=×∇   (2・11) 

とすると，マクスウェルの方程式の電界と磁界が双対的になる．磁流密度 J0m は実在しない

が，開口面アンテナの解析などに等価定理を適用する際に，電界を等価的な磁流とみなすこ
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とができるので，解析を簡単化することができる．また，微小ループアンテナは等価的な磁

流とみなすことができる．磁流密度 J0mを仮定すると，これに対応した磁荷密度ρ 0mを考える

必要があり，式(2･3)は 
   

m0ρ=∇ B･   (2・12) 

となる．また，磁流密度 J0mと磁荷密度ρ 0mの間には，式(2･9)と同様に磁荷保存の法則 

   00
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∂
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t

m
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が成立する． 
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2-2 構成関係式 
（執筆者：小柴正則）[2010 年 3 月 受領] 

 物質の電磁的性質を定める関係式を構成関係式（または構成方程式）という．電界を E，
磁界を H，電束密度 D，磁束密度 B とすると，関係式は 
   D = D (E, H) (2・14) 
   B = B (E, H) (2・15) 
のように，D, B を E, H の関数として表すことができる． 
 
2-2-1 等方性媒質 

 物質の電磁的性質が方向によらず同じであるとき，その物質を等方的性質という．等方性

媒質に対する構成関係式は 
   D = ε E (2・16) 
   B = µ H (2・17) 
で与えられる．ここに ε，µ はそれぞれ誘電率，透磁率であり，いずれもスカラ量である．

真空誘電率をε 0，真空透磁率をµ 0 として 
   

0ε
εε =r  (2・18) 

   

0µ
µµ =r

  (2・19) 

のように定義される，ε r，µ rをそれぞれ比誘電率，比透磁率という． 
 
2-2-2 異方性媒質 

物質の電磁的性質が方向によって変わるとき，その物質を異方性媒質という．異方性媒質

に対する構成関係式は，誘電率テンソルを ，透磁率テンソルを として 
   D = ε E (2・20) 

   B = µ H (2・21) 

のように表される．式(2･20), (2･21)はテンソル表示であり，これらは行列形で表すこともで

きる．例えば，直角座標を用いると式(2･20), (2･21)は 
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で表される．ここに，Ei, Hi, Di, Bi (i = x, y, z) はそれぞれ電界，磁界，電束密度，磁束密度の

ε µ
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直角座標成分を表し，ε ij, µ ij (i, j = x, y, z) はそれぞれ誘電率テンソル，透磁率テンソルの要素

を表す． 
 
2-2-3 分散性媒質 

 ある時刻 t における物質中の分極や磁化か，その時刻における電磁界の値のみならず，そ

の時刻以前の電磁界の値にも依存するとき，こうした物質を分散性媒質という．分散性媒質

に対する構成関係式は式(2･16), (2･17), (2･20), (2･21)のような簡単な形で書くことができず，

例えば，式(2･16), (2･17)に対応する構成関係式は 

   ∫
∞

−=
0

)()( τττε dtED  (2・24) 

   ∫
∞

−=
0

)()( τττµ dtHB   (2・25) 

のような畳込み積分の形で表される．式(2･20), (2･21)に対応する構成関係式は，式(2･24), (2･
25)中の誘電率ε，透磁率µ をそれぞれ誘電率テンソル ，透磁率テンソル に置き換えた形

で与えられる． 
 式(2･24), (2･25)は電磁界を時間領域で見た場合がある．これらをフーリエ変換することに

より周波数領域で見た分散性媒質の構成関係式が得られ，式(2･16), (2･17), (2･20), (2･21)と同

じ形で書くことができる．このとき，誘電率ε，透磁率µ，誘電率テンソル の要素，透磁率

テンソル の要素は，いずれも周波数の関数になり，一般に複素量として与えられる． 
 物質に損失がなければ，等方性媒質に対する誘電率や透磁率の値は実数であるが，損失が

あると，これらの値は複素数になる．特に，損失性誘電体に対する構成関係式は，損失角δ
を用いて 
   D = ε (1－j tan δ) E (2・26) 
のように表される． 
 ここで，誘電率σ の金属を考え，電磁界が角周波数ω で時間的に正弦波振動しているとす

ると，式(2･26)中の tan δ は 

   

ωε
σδ =tan  (2･27) 

で与えられる． 
 異方性媒質の場合，損失がなければ，誘電率テンソルや透磁率テンソルはエルミート行列

になり，これらのテンソルの要素は 
   ε ij = ε ji

* (2･28) 
   µ ij = µ ji

*  (2･29) 
の関係式を満たす．ここにε ji

*，µ ji
*はそれぞれε ji，µ jiの複素共役を表す． 

 
2-2-4 不均質媒質 

 物質の電磁的性質が場所によらず一定であるとき，その物質を均質媒質という．これに対

して，物質の電磁的性質が場所によって変わる物質を不均質媒質という．不均質媒質に対す

る誘電率ε，透磁率µ，誘電率テンソル の要素，透磁率テンソル の要素はいずれも場所の

関数として与えられる． 

ε µ

ε

µ

ε µ
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2-2-5 キラル媒質 

 通常の物質では，電束密度は電界のみに依存し，磁束密度は磁界のみに依存するが，電束

密度や磁束密度が電界と磁界の両方に依存する物質が存在する．こうした物質にも等方性の

ものと異方性のものとがあり，それぞれ双等方性媒質，双異方性媒質という． 
 キラル媒質 5) は双等方性媒質の一種であり，その構成関係式は 

   HED 00µεε jx−=  (2・30) 

   EHB 00µεµ jx+=   (2・31) 

で与えられる．ここに，x はキラル性を表すパラメータであり，無名数である． 
 
2-2-6 メタマテリアル 

 自然界には存在しない性質を有する人工的な周期構造などの物質を広義のメタマテリア

ル 6) という．また，以下に述べる負屈折率媒質をメタマテリアルと呼ぶことが多い．通常の

物質では，損失がなければ，誘電率ε や透磁率µ は実数で，その値は正であり，したがって 

   0
0000

>==
µε

εµ
µ
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ε
εn  (2・32) 

で与えられる屈折率 n も正となる．金属や磁性体，プラズマでは，ある周波数において，ε，
µ のいずれかが負となることはあるが，これらの値が同時に負になることはない．ところが，

ε とµ の値が同時に負となる物質を人工的に作成することは可能であり，こうした物質をメ

タマテリアルという．メタマテリアルの屈折率は 
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のように負となる．このため，メタマテリアルを負屈折率媒質ということもある． 
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2-3 波動方程式と平面波 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

2-3-1 波動方程式 

 媒質が均質，等方性で線形の場合を考える．また，時間に対して正弦状に変化する電磁界

を想定して時間因子を e jωtとすると，式(2･1)～(2･4)で与えられるマクスウェルの方程式は 
   ∇×E = －j ωµ H (2・34) 
   ∇×H = jω ε E+J0 (2・35) 
   ∇･H = 0 (2・36) 

   

ε
ρ

0=∇ E･  (2・37) 

となる．ここで，J0 及びρ 0は，それぞれ外部から印加される印加電流密度と印加電荷密度で

ある．また，εは 

   ωσεε /j−=  (2・38) 

で定義される等価的な複素誘電率である．この複素誘電率を用いることにより，導電電流σE
と電荷保存の式で結ばれる誘導電荷密度ρc を式(2･37)の右辺に含む必要がなくなるので，方

程式が簡略化される． 
 式(2･34)の両辺の回転を求め，式(2･35)を代入することにより，電界に対するベクトル波動

方程式 
   ∇×∇×E－k2E = －jωµ J0 (2・39) 
が得られる．磁界に対しても同様に，式(2･35)の両辺の回転を求め，式(2･34)を代入すること

により 
   ∇×∇×H－k2H = ∇×J0 (2・40) 
ここで，k は 

   ωµσεµωµεω /jk −==   (2・41) 

で与えられる波数である．波数 k は一般に複素数であるが，無損失媒質中では実数となり 

   

λ
πωµεω 2

===
v

k  (2・42) 

となる．ここで，v は電磁波の速度，λ = v/f（ f：周波数）は波長である．誘電率ε や透磁率µ
が複素数で与えられる場合や，媒質が導電率σ をもつ場合には，波数 k も複素数となり 
   k = β －jα (2・43) 
となる．ここで，α，β はそれぞれ減衰定数，位相定数と呼ばれており，このような媒質中

の電磁波は減衰しながら伝搬する．誘電率ε 及び透磁率µ が実数で与えられ，媒質が導電率

σをもつ場合には減衰定数，位相定数は 
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で与えられる 1), 2)． 
 σ/ωε が１に比べて十分に小さい場合，すなわち損失性誘電体の場合には 

   


















+≅

≅

2

8
11

2

ωε
σεµωβ

ε
µσα   

(2・45)
 

となる． 
 一方，σ/ωε が１に比べて十分に大きい場合，すなわち導体の場合には 

   

2
ωµσβα ≅≅  (2・46) 

となる． 
 式(2･39)及び式(2･40)は波源，すなわちアンテナが存在する空間における波動方程式であり，

放射問題や散乱問題を扱う場合に必要となる．これに対して，伝搬問題では，波源が存在し

ない空間を扱うので，印加電流密度及び印加電荷密度を，J0 = 0, ρ 0 = 0 と置いてよい．した

がって，式(2･37)より∇･E = 0 となるので，∇×∇×E = ∇∇･E－∇2E = －∇2E，∇×∇×

H = －∇2H から，式(2･39)及び(2･40)は 
   ∇2E ＋k2E = 0 (2・47) 
   ∇2H ＋k2H = 0 (2・48) 
となり，同次ベクトルヘルムホルツ方程式となる． 
 
2-3-2 平面波 

 伝搬方向に垂直な無限平面内で電磁界の振幅と位相が一定となる電磁波を平面波と呼ぶ．

実際には，波源から放射された電磁波は球面波となるが，十分離れた観測点では球面の半径

が無限大に近づくので，近似的に平面波とみなすことができる． 
 z方向に伝搬する平面波の電磁界は x, y方向に変化しないことから，∂/∂x → 0, ∂/∂y →
0 となるので，式(2･47)の同次ベクトルヘルムホルツ方程式は 

   02
2

2

=+ EE k
dz
d  (2・49) 

となる．電界が x 成分のみをもつ場合の解は 
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となる．ここで，E0は振幅を表す定数であり，  は x 方向及び y 方向の単位ベクトルであ

る．また 

   

ε
µ


=0Z  (2・51) 

は平面波の電界と磁界の振幅の比を表し，媒質の固有インピーダンスまたは波動インピーダ

ンスと呼ばれている．媒質が真空の場合の固有インピーダンスは 

   Ω7.376120
0

0
0 ≅≅= π

ε
µZ   (2・52) 

で与えられる． 
 電磁波は電界と磁界に垂直に垂直な伝搬方向に電力を運ぶ．単位面積当たりの電力は 
   P = E×H (2・53) 
のポインチングベクトル（Poynting Vector）で与えられる 2)．また，時間に対して正弦波に変

化する電磁界では，複素ポインチングベクトル E×H*（*：複素共役）の実数部 
   ][Re *HEP ×=  (2・54) 

が単位面積当たりの電力の時間平均を表す 2)．したがって，損失がない場合には式(2･50)で与

えられる平面波の単位面積当たりの電力の時間平均は 

   z
Z
E ˆ||

0

2
0=P   (2・55) 

となる． 
 
2-3-3 偏 波 

 平面波の電界，磁界及び伝搬方向は図 2･2 に示すようにお互いに垂直であり，電界及び磁

界は特定の方向を向いている．これを偏波と呼び，電波工学では電界の方向で偏波を定義し

ている．これに対して，光学の分野では磁界の方向で偏波を定義している 3)．図 2･2 の場合，

電界は x 成分のみをもっており，このような場合を直線偏波と呼び，電界が大地に対して垂

直である場合を垂直偏波，水平の場合を水平偏波と呼ぶ． 

 
図 2・2 平面電磁波 

yx ˆ,ˆ
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 一般に直行する二つの直線偏波が同相の場合は，これらの和も直線偏波となる．また，位

相差がある場合には電界ベクトル及び磁界ベクトルは一般に時間，空間に対して伝搬軸の周

りをだ円状に回転するだ円偏波となる．特別な場合として，直行する二つの直線偏波の振幅

が等しく，位相差が±π /2 のとき，伝搬軸の周りを円形に回転する円偏波となる．すなわち，

電界の x 成分に比べて y 成分の位相が±π /2 異なっているとき，電界は 

   

]ˆ)(sinˆ)([cos
)}ˆˆ(])([exp{Re

0

0

yx
yxE

kztkztE
jkztjE

−−=
±−=

ωω
ω



  (2・56) 

となる．円偏波の定義は，観測点 z を固定し，伝搬方向に向かって電界を見たときに，時間

に対して電界が回る方向で定義される．y 成分の位相が x 成分に比べてπ /2 進んでいるとき，

図 2･3(a)に示すように電界は反時計方向(左方向)に回るので，これを左旋円偏波と呼ぶ．こ

のとき，時間を固定して観測点を z 方向に移動すると，電界は時計方向(右方向)に回転する．

同様に，y 成分の位相が x 成分に比べてπ /2 遅れている場合は右旋円偏波となり，時間に対し

て時間方向(右方向)に回転し，z に対して反時計回り(左回り)に回転する． 

 

図 2・3 円 偏 波 

 一般に，偏波は上述のようにだ円状に回転し，直線偏波や円偏波はその特別な場合と見る

ことができる．図 2･4 に示すだ円偏波の電界の最大値と最小値の比，すなわち 
   

a
b

E
Er ±=±=

min

max

||
||  (2・57) 

は軸比と呼ばれており，円偏波では r =±1，直線偏波では r =±∞となる．一般的な偏波状態

を表す方法としてポアンカレ球がある． 
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図 2・4 円 偏 波 

 一般の偏波は二つの直線偏波の和として表すこともできるが，左旋偏波と右旋偏波の和と

して表すこともできる．これらの電界の強さを EL, ERと置いたとき，軸比は 
   

||||
||||

RL

RL

EE
EEr

−
+

=  (2・58) 

で定義される．|EL|＞|ER| のときは r＞1 となり，左旋のだ円偏波に，また |ER|＞|EL| のときは

r＜1 となり，右旋のだ円偏波となる． 
 
2-3-4 誘電体境界における平面波の反射と屈折 

 図 2･5 に示すように，誘電率，透磁率及び導電率がそれぞれε1, µ1, σ1とε2, µ2, σ2の媒質Ⅰと

媒質Ⅱが接する平面境界に媒質Ⅰから平面波が入射波θi で入射すると，反射波及び透過波が

生じる．図 2･5 において xy 平面を入射面と呼ぶ．境界面上で入射波，反射波及び透過波の電

界と磁界の接線成分が連続であることから，反射波及び透過波が求められる．まず x 方向の

波数が x に無関係であることから，スネルの法則 
   k1 sin θ i = k1 sin θ r = k2 sin θ t (2・59) 
が成立し，これより入射角θ i，反射波θ r及び透過角θ tの間には 
   θ i = θ r 
   k1 sin θ r = k2 sin θ t 
の関係が成立する．ここで，k1, k2 はそれぞれの媒質中の平面波の波数であり 

   

222222

111111

)/(

)/(

µωσεωµεω

µωσεωµεω

jk

jk

−==

−==



  (2・61) 

で与えられる．平面波の反射係数と透過係数は偏波のよって異なり，電界が入射面に平行の

場合と入射面に垂直な場合に分けて考える必要がある． 

(2・60) 
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図 2・5 誘電体境界における平面波の反射と透過 

 
(1) 電界が入射面に平行の場合（TM入射） 

 図 2･5(a)に示すように，電界が入射面に平行の場合は，磁界の x 成分と y 成分が 0 である

ことから TM 入射とも呼ばれている．境界面において境界条件を適用することにより，反射

係数 R1及び透過係数 T1は 

   

ii

ii

ti

ti

y
i
z

r
z

nn

nn
ZZ
ZZ

H
HR

θµθµ

θµθµ
θθ
θθ

22
2

2
1

22
2

2
1

21

21

0
1

sincos

sincos
coscos
coscos

−+

−−
=

+
−

==
=

 (2・62) 

   

ii

i

ti

i

y
i
z

t
z

nn
n

ZZ
Z

HZ
HZT

θµθµ
θµ

θθ
θ

22
2

2
1

2
2

21

21

01

2
1

sincos
cos2

coscos
cos2

−+
=

+
==

=

  (2・63) 

で与えられる．ここで，Z1, Z2は媒質Ⅰ，Ⅱ中の平面上の固有インピーダンスであり 
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で与えられる．また，n は媒質Ⅰに対する媒質Ⅱの相対複素屈折率であり 
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で与えられる． 
 媒質Ⅰ及びⅡに損失がなく，相対屈折率 n が実数で与えられる場合で，入射角θ iが 
   tan θB = n (2・66) 
を満たすとき反射係数 R1は 0 となる．この角度はブルースター角あるいは偏光角と呼ばれて



電子情報通信学会『知識の森』（http://www.ieice-hbkb.org/） 
4 群－2 編－2 章 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2013 14/(52) 

いる． 
 
(2) 電界が入射面に垂直の場合（TE入射面に平行の場合） 

 図 2･5(b)で示すように，電界が入射面に垂直の場合は電界の x 成分と y 成分が 0 であるこ

とから TE 入射とも呼ばれている．この場合も電磁界の境界条件を適用することにより，反

射係数 R2，透過係数 T2は 
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と求められる． 
 式(2･62), (2･67)の反射係数，及び式(2･63), (2･68)の透過係数はフレネルの反射係数及び透

過係数と呼ばれている． 
 電界が入射面に平行，垂直いずれの場合も相対屈折率 n が実数で n < 1 の場合は，入射角が

sin θi ≥ n を満たす範囲で|R1| = |R2| = 1 となり，全反射となる．全反射が生じる最小の入射角は 
   sin θi = n (2・69) 
を満たしており，この入射角を臨界角と呼ぶ． 
 図 2･6 に媒質Ⅰが真空で媒質Ⅱが湿土の場合（ε1 = ε0, µ1 = µ2 = µ0, σ1 = 0, ε2 = 10ε0, σ2 = 

10－2 S/m）の反射係数の絶対値と位相角を示す 7)．電界が入射面に平行の場合にはブルース

ター角付近で反射係数 R1 の絶対値が最小になっている．また，いずれの入射角において

も |R1| ＜ |R2| となっている． 

 

図 2・6 フレネルの反射係数（湿土）  
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■4群 - 2編 - 2章 

2-4 電磁波の放射 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

2-4-1 電流による放射 

 波源の存在しない空間では，波動方程式は式(2･47), (2･48)で与えられるように同次ベクト

ルヘルムホルツ方程式となるが，波源から放射を扱う場合には式(2･39)や(2･40)の非同次ベク

トルヘルムホルツ波動方程式を解く必要がある．しかしながら，これらの方程式を直接解く

ことは困難であり，通常はまずベクトルポテンシャルあるいはヘルツベクトルを求め，次に

これらを微分することにより電磁界を求める． 
 複素誘電率と透磁率ε，µの空間に電流源だけが存在する場合のマクスウゼルの方程式は

式(2･34)～(2･37)で与えられる．ここで，∇･B = 0 であることから 

   








×∇=×∇= AHAB

µ
1  (2・70) 

で定義されるベクトルポテンシャル A を導入する．これを式(2･34)に代入すると，∇×(E + 
jωA) = 0 となることから 
   E + jωA = －∇φ (2・71) 
で定義されるスカラポテンシャルφ を導入する．これを式(2･35)に代入し，ローレンツの条

件 
   ∇･A + jωε µ φ = 0 (2・72) 
を用いることにより，ベクトルポテンシャルに対してヘルムホルツ型の非同次波動方程式 
   ∇2A + k2A = －µ J0 (2・73) 
が得られる．また，式(2･37)よりスカラポテンシャルに関するヘルムホルツ型の非同次波動

方程式 

   

ε
ρφφ

022 −=+∇ k  (2・74) 

が得られる．これらの方程式を解くことにより，ベクトルポテンシャルとスカラポテンシャ

ルが得られれば，式(2･70)と式(2･71)を用いることにより，電磁界を求められることができる

が，実際にはローレンツの条件によってベクトルポテンシャルとスカラポテンシャルの関係

が与えられているので，ベクトルポテンシャルだけを求めることにより，電磁界は 
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(2・75)
 

より求められる．また，散乱体が存在しない自由空間では式(2･73)の波動方程式の解は，自

由空間のスカラグリーン関数 
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を用いて 
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により求められる．ここで，r 及び r’は図 2･7 に示すように観測点及び波源の座標であり， 
は波源を含むすべての空間にわたる波源座標に関する体積積分を表す．これにより，

電流源 J0の分布が分かっていれば，ベクトルポテンシャル A が式(2･77)より求められ，電磁

界は式(2･75)により与えられる． 

 

図 2・7 波源と観測点 

 なお，式(2･75)の偏微分において，∇φ (r－r’) = －∇’ φ (r－r’) などの性質を利用してベク

トル演算を行うと，電磁界は 
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(2･78)
 

と表すこともできる．ここで，ρ 0は印加電荷密度である． 
 
2-4-2 電気ダイポールによる放射 

 図 2･8 に示すように，l を隔てて正弦状に振動する±Q の二つの電荷を電気双極子あるいは

電気ダイポールと呼び，電気ダイポールモーメントは 

∫ ′
V

Vd
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   zzp ˆˆ
ωj
lIlQ ==  (2・79) 

で与えられる．また，この電気ダイポールは電流密度が 
   )(ˆ)()()(0 QljlIlIj ωδω =′=′=′ zrrprJ  (2・80) 

で与えられる電流源と等価であり，素電流とも呼ばれている．ここで，δ (r’) = δ (x’) δ (y’) δ (z’)
は三次元のデルタ関数である． 

 

図 2・8 電気ダイポール 

 式(2･80)の電流密度を式(2･77)に代入することにより，ベクトルポテンシャルは 
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µ  (2・81) 

となり，また電磁界は式(2･75)により 
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(2・82)

 

となる．ここで，r－3 に比例する項は静電界における電気ダイポールから生じる電界に e－jkr

をかけたものに等しく，準静電界成分と呼ばれている．また，r－2に比例する項は誘導界と呼

ばれており，特に磁界はビオ・バザールの法則を使って求めた定常電流からの磁界に e－jkrを

かけたものに等しい．r－3，r－2 に比例する項は近傍界あるいは誘導界と呼ばれている．r－1

に比例する項は十分遠方まで到達する球面波を表しており，遠方電磁界あるいは放射電磁界

と呼ばれている．E0に着目すると，これらの三つの項は kr = 1 でその絶対値が等しくなり，

kr < 1 では準静電界が，また kr > 1 では放射界がそれぞれ優勢となる． 
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2-4-3 磁流源による放射 

 次に，磁流源だけが存在する場合を考える．この場合，マクスウェルの方程式は 
   ∇×E = －jωµ H + J0m (2・83) 

   EH εω j=×∇  (2・84) 

   

µ
ρ m0=∇ H･  (2・85) 

   ∇･E = 0 (2・86) 
となる．∇･E = 0 であることから，磁気型ベクトルポテンシャルを 

   





 ×∇−=×−∇= mm AEAD

ε
1  (2・87) 

で定義する．電気型ベクトルポテンシャルの導入の手順により波動方程式は 

   
mmm k 0

22 JAA ε−=+∇  (2・88) 

が得られ，電磁界は 

   
mAE ×∇−=

ε
1   (2・89) 

   





 ∇∇+−= mm k

j AAH ･2

1ω  (2・90) 

により求められる．また，自由空間では 

   Vde
V

m
rrjk

m ′
′−

′
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||
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4
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||

rr
rJrA

π
ε  (2・91) 

により磁気型ベクトルポテンシャルが求められる． 
 
2-4-4 磁気ダイポールによる放射 

 図 2･9 のように，波長に比べて十分に小さい微小電流ループは，磁気双極子モーメントが 
   zp ˆISm =  (2・92) 

で与えられる磁気双極子あるいは磁気ダイポールと等価である．ここで，I はループ電流，S
はループの面積である．この磁気ダイポールの磁流密度は 
   )(ˆ)()(0 rprrJ ′=′=′ δωµδωµ mm jzISj   (2・93) 

で与えられ，これを式(2･91)に代入することにより，磁気型ベクトルポテンシャルは 

   zrA ˆ
4

)(
r

eISj jkr

m

−

= ･
π

ωµε   (2・94) 

となり，また電磁界は 
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となる．電磁界の各成分の表示式を式(2･82)の電気ダイポールの場合と比較すると，電気ダ

イポールから生じる電界と磁界の役割が入れ替わっていることが分かる． 

 
図 2・9 微小電流ループ 

 
2-4-5 電流源と磁流源による放射 

 電流源と磁流源が混在する場合には，それから生じる電磁界の和，すなわち 
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となる．なお，式(2･78)の導出と同様に，式(2･96)は 
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 (2・97) 
と表すことができる． 
 ベクトルポテンシャル A，Amの代わりにヘルツベクトルΠ，Πmを用いる場合もある．電気

型ベクトルポテンシャル A と電気型ヘルツベクトルΠ，及び磁気型ベクトルポテンシャル Am

と磁気型ヘルツベクトルΠmの間にはそれぞれ 
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の関係があるので，ヘルツベクトルを用いた場合の電磁界は 
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で与えられる．また，ヘルツベクトルが満たす波動方程式は 
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であり，自由空間では 
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で与えられる． 
 
2-4-6 遠方界 

 アンテナから十分遠方，すなわち図 2･7 において，アンテナの最大寸法を L，波長をλ と
したとき，r≫L，r≫λ が満足されれば，式(2･77),(2･91)において 
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と近似できることから，電気型ベクトルポテンシャル A と磁気型ベクトルポテンシャル Am
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となる．また，これらのベクトルポテンシャルを用いて，遠方電磁界は 
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で与えられる． 
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■4群 - 2編 - 2章 

2-5 等価定理 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

2-5-1 ラブの等価定理 

 図 2･10(a)に示すように，波源や散乱体がある場合に，これらからの放射界と散乱界を直接

求めてもよいが，その代わりに閉じた面 S 上の電磁界から放射界を求めることもできる．す

なわち，波源や散乱体を囲む閉じた面 S 上の電磁界 Es, Hsをなんらかの方法で求めることが

できる場合は，これらを等価的な面電流と面磁流 

   

nEM
HnJ

ˆ
ˆ

×=
×=

ss

ss  (2･105) 

で置き換え，これらが閉じた面 S 上に分布するものとして S の外側の電磁界を求めることが

できる．ここで， n̂は面 S から外向きの法線ベクトルである．このようにして電磁界を求め

る方法はラブの等価定理と呼ばれている 9)． 

 
図 2・10 ラブの等価定理 

 
2-5-2 シェルクノフの等価定理 

 ラブの等価定理では，閉じた面 S 上の等価面電流 Jsと等価面磁流 Msの両方が必要である．

これに対してシェルクノフの等価定理は Jsか Msのどちらかを用いる方法である．図 2･10(a)
に示す問題を直接解く代わりに，図 2･11(a)に示すように面 S 上に等価面磁流 Msを置き，面

S を電気的完全誘導（電気壁）で置き換えて放射界を求めることができる．また，図 2･11(b)
に示すように面 S 上に等価面電流 Jsを置き，面 S を磁気的完全導体（磁気壁）で置き換えて

放射界を求めることもできる 9)． 
 図 2･10(a)の問題をラブの等価定理及びシェルクノフの等価定理を用いて解く場合，等価面

電流 Jsと等価面磁流 Msの両方を用いる方法と，等価面電流 Jsだけを用いる方法，及び等価

面磁流 Msだけを用いる方法の 3 種類があることになる．もし，等価面電流 Jsと等価面磁流

Msが厳密に求められれば，これらの解はすべて等しくなる．しかしながら，実際には等価面

電流 Js と等価面磁流 Ms は近似的に求められる場合が多く，三つの解は一致しない場合もあ

る 8)． 
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図 2・11 シェルクノフの等価定理 

 
  



電子情報通信学会『知識の森』（http://www.ieice-hbkb.org/） 
4 群－2 編－2 章 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2013 23/(52) 

■4群 - 2編 - 2章 

2-6 開口面による放射 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

 図 2･12 に示すホーンアンテナや，反射鏡アンテナ，レンズアンテナなどのアンテナは開口

から電磁波を放射しているものと考えることができることから開口面アンテナからの放射を

求める際に前述の等価定理が適用される場合が多い 8)．まず，図 2･13 に示すように，閉じた

面として開口面 A を含む S1と半球面 S2を考え，半球面 S2の半径を無限大に近づけると，S2

上の等価電磁流からの放射は消失するので，S1 上の等価電磁流からの放射だけを考えればよ

い．更に S2上での開口面 A 以外では電磁界は存在しないものと近似すると，ラブの等価定理

を適用することにより，このアンテナからの放射界は開口面 A 上の等価電磁流 
及び      からの放射界として求めることができる．このときの電気型及び磁気型ベク

トルポテンシャルは 
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(2・106)

 

となる．ここで，   は開口面 A 上での波源の座標に関する面積分を表す．また，電磁界

は式(2･96)または遠方界の場合は式(2･104)より求められる． 

 

図 2・12 開口面アンテナ 

 
図 2・13 開口面アンテナへの等価定理の適用 

ss HnJ ×= ˆ
nEM ˆ×= ss

∫ ′
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図 2・14 開口面アンテナへのシェルクノフの等価定理の適用 

 一方，シェルクノフの等価定理を用いることにより，開口面 A 上の等価面電流      
または等価面磁流      の一方を用いれば放射界を求めることができる．等価面磁流

Ms だけを用いる方法を図 2･14 に示す．まず開口面上の電界から等価面磁流 Ms 求め，図(b)
に示すように面 S1を完全導体（電気壁）で置き換える．S1の右側の電磁界に着目すると，S1

が平面の場合には等価面磁流の影像磁流を考えて，図(c)のように等価面磁流を       
として平面の完全導体を取り除くことができる．このときのベクトルポテンシャルは 
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となる．このようにして，等価面磁流だけを用いることにより，開口面からの放射を求める

ことができる．また，等価面電流だけを用いる場合のベクトルポテンシャルは 
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(2・108)
 

となる 8)． 
 
  

ss HnJ ×= ˆ
nEM ˆ×= ss

nEM ˆ2 ×= ss
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■4群 - 2編 - 2章 

2-7 電磁界の双対性とバビネの原理 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

2-7-1 電磁界の双対性 

マクスウェルの方程式では電界と磁界の間に対称性がある．これを利用することにより，

ある問題に対する電磁界を求めることにより，これと双対な電磁界を求めることができる．

図 2･15(a)に示す問題における電磁界を E1, H1とし，同図(b)に示すように電磁流源 J0, J0m及び

電気的完全導体，磁気的完全導体をそれぞれ磁流源 J0m，電流源 J0及び磁気的完全導体，電

気的完全導体に置き換えたときの電磁界を E2, H2とすると，これらの間には 

   

21

2
2

01

EH
HE

−=
= Z  

(2・109)
 

の関係が成立する．ここで，Z0 は式(2･51)で与えられる媒質の固有インピーダンスである．

式(2･109)の関係は電磁界の双対性と呼ばれている． 

 
図 2・15 電磁界の双対性 

 
2-7-2 バビネの原理 

 図 2･16(a)に示すように，xy 平面に平面導体 S があり，平面に対して対称な電流源 N, N’ が

ある場合の電磁界 E1, H1とする．次に図(b)のように xy 平面で S に相当する部分が開口とな

っており，それ以外の平面 に完全導体があり，かつ逆対称な磁流源 N, －N’ が置かれた場

合の電磁界を E2, H2とする．図(a)の場合は対称電流源であるために，平面 上で磁界の接線

成分が 0 であることから，S 以外の xy 平面 は磁気的完全導体とみなすことができる．また，

図(b)では逆対称な磁流源であるので，S を磁気的完全導体とみなすことができる．電磁界の

双対性を利用すると，二つの電磁界の間には 

   0,, 212
2

01 zZ EHHE =±=  (2・110) 

の関係が成立する．これをバビネの原理と呼ぶ 7), 9)．また，S と を重ねると完全な 1 枚の無

≷ 

S
S

S

S
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限平面となるので，このような関係にある面をお互いに補対であるという． 

 
図 2・16 バビネの原理 

 

 
図 2・17 非対称電流源 

 バビネの定理を用いることにより，図 2･16 に示すような対称電流源あるいは逆対称磁流源

だけでなく，図 2･17(a)に示すような非対称な波源が存在する場合についても扱うことができ



電子情報通信学会『知識の森』（http://www.ieice-hbkb.org/） 
4 群－2 編－2 章 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2013 27/(52) 

る．すなわち，図(a)の電流源の問題は z 軸に対して逆対称な電流源と対称な電流源の和と考

えることができる．逆対称電流源の場合には S と はともに完全導体平面で置き換えること

ができ，影像法を用いることにより厳密な電磁界を求めることができる．したがって，図(c)
の対称電流源の問題を解くことができれば図(a)の電磁界を求めることが可能である．同様に，

非対称な磁流源が存在する場合は，z 軸に対して対称な磁流源と逆対称な磁流源の和と考え

ることもでき，対称磁流源の場合には S と はともに電気的完全導体で置き換えることがで

きる．したがって，図 2･16(a)または(b)の一方の電磁界を求めることができれば，非対称な

電磁流源の場合の電磁界を求めることが可能である 9)． 
 
 
  

S

S
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■4群 - 2編 - 2章 

2-8 アンテナの界領域
1)
 

（執筆者：前田忠彦）[2010 年 3 月 受領] 

 アンテナ周囲の電磁界分布の性質はアンテナの大きさと観測距離によって異なる．この原

因を大きく分けると，アンテナが例え点波源であっても発生するものと，アンテナが広がり

をもつために発生するものの 2 種類の要因からなる．波長に比べて十分近い領域では準静電

界や誘導電磁界が主要な成分であり，これらは放射に寄与しないリアクティブな成分である．

点波源の極近傍では電磁界は距離の 3 乗に比例して変化するが，1 波長程度の距離では放射

界が優勢となる．一方，波源が広がりをもつ場合，空間的に分布した波源からの寄与は，観

測点においての波源分布のそれぞれの寄与の複素的な重ね合わせとして観測される．このた

め，フレネル領域と呼ばれる距離によってアンテナの放射パターンが変化する領域が存在す

る．アンテナから十分離れた領域では放射電磁界は球面波となり，距離によるパターンの変

化はなくなる．方形均一波源分布の近傍領域，フレネル領域，遠方領域での電界分布を図 2･
18 に示す．アンテナからの距離の増加にともなって界領域の種類が徐々に変化するため領域

間の明確な境界は存在しない． 

 

図 2・18 方形均一波源分布の近傍領域，フレネル領域，遠方領域での電界分布 

 
2-8-1 近傍界 

 図 2･19 の最大寸法 D である波長に比べて大きな開口面波源を考え，波源位置 x’ からの観

測点までの距離 Rを原点からの観測点までの距離 rと波源位置 x’ によって余弦定理を用いて

表すと 
   2/122 }])(cos2{[ xxrrR ′+′−+= θ  (2・111) 

となる．これを二項定理で展開すると次式を得る 10)． 
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   +
′

+
′

+′−= 2

2322

2
cossin)(

2
sin)(cos

r
x

r
xxrR θθθθ  (2・112) 

 ここで，近傍界とフレネル領域の境界を定める基準を考える．r が大きい場合に第 3 項目

以降の寄与は小さくなる．これらの高次項の大きさに基準を設ける．波源位置の最大値は D/2
であるため，第４項目の値の最大値がλ/16 となる条件を採用すると，近傍界とフレネル領域 

の境界の距離は         となる． 

 

 
図 2・19 長さ D の線状波源と観測点の距離 

 
2-8-2 フレネル領域 

 波長に比べて大きな開口面波源の近傍界と遠方界の間にはフレネル領域 1), 11) と呼ばれる

偏移領域が存在し，アンテナの放射パターンが距離により変化する．この理由は，①開口の

中心と開口の端部の距離差に相当する位相差が生じ，同位相では受信されないこと，②伝搬

距離の違いから振幅分布が開口上で均一にはならないことの 2 点があげられる．フレネル領

域で指向性を測定すると，主ビームと第一サイドローブの間の落込みが少なくない，いわゆ

るショルダーが観測される． 
 ここで，開口の中心線上の観測点と開口の端部から観測点までの距離差は 

   

R
DR
8

2

=∆  (2・113) 

であるので，アンテナからの距離 R を大きくすることにより，上記の振幅と位相に関わる誤

差は低減していく． 
 なお，アンテナの計算では式(2･112)の第 1 項と第 3 項に対応して，振幅と位相について次

に示すフレネル近似がよく用いられている． 

   








 ′
+−−

≅ r
xrjkjkR

e
rR

e 2

2

1  (2・114) 

λλ

33

62.0
33

2 DD
=
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2-8-3 遠方領域 

 大きさ D の広がりをもった開口からの放射を考える場合に，フレネル領域と遠方領域の境

界もアンテナの中心とアンテナの縁との距離差がλ/16 となる距離で定義される 1)．この距離

Rpは式(2･112)第 3 項目の値 λ/16 となる条件に相当し 

   

λ

22DRp =  (2・115) 

となる．放射パターンが距離により変化しないことが遠方界の条件の一つであり，Rpは比較

的利得の高いアンテナの測定に必要な測定距離を決めるための条件の一つに相当する．被測

定アンテナのサイドローブが－30 dB 程度以下の場合には十分な距離とはならないことに注

意を要する 12), 13)． 
 図 2･20 に示すようにフレネル領域の範囲はアンテナの大きさに依存しており，小形のアン

テナほど小さいことが分かる．実際アンテナの最大寸法が波長程度以下の場合には，複雑な

位相の変化による干渉は起こらず，フレネル領域は存在しないと考えてよい．この場合，静

電界，誘導界及び放射界の寄与が同一となる距離 λ/2π の点を近傍界と放射界の境界と考え

ることができる． 

 
図 2・20 アンテナの界領域分布 
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■4群 - 2編 - 2章 

2-9 アンテナの基本的な定数 
（執筆者：前田忠彦）[2010 年 3 月 受領] 

2-9-1 放射電力と放射抵抗 

(1) 放射電力 

アンテナは給電点から入力された電力を空間に放射する．ここで，図 2･21 に示すように，

このアンテナを中心とし，これを取り囲む半径が波長に比べて十分大きい仮想的な球面を考

える．この球面上にはアンテナの放射指向性に対応して電界 E(r, θ, φ) が分布することにな

る．ここでは，中心から外部に向かって伝搬する波だけを考えているので，球座標系におい

てこの球面上での電力密度 |E(r, θ, φ)|2/Z0を全立体角にわたって面積分すると，アンテナから

外部に向かって放射される全電力を求めることができる．この値は放射電力と呼ばれる． 

 
図 2・21 放射電力の計算 

(2) 放射抵抗 

 アンテナの給電点に高周波信号源を接続すると高周波電流 J0が流れる．この高周波電流と

印加した高周波電圧から求められる複素電力に実数部分はアンテナのインピーダンス整合が

不完全な場合には，印加した電力（入射電力）は一部反射し，反射損が発生する．実際にア

ンテナに入り込んだ電力（入力電力）はアンテナに導体損あるいは誘電体損などがあれば損

失となって消費され，それ以外は放射電力となる．すなわち，アンテナに入射された電力は，

①反射して反射損に相当されるもの（反射電力），②熱損失として消費されるもの（損失電力）,
③空間に放射されるもの（放射電力）に分けることができる．アンテナの入力インピーダン

スの抵抗分の放射に関わる部分を放射抵抗と呼ぶ．一般に，小形アンテナの場合を除いて放

射抵抗は損失抵抗よりも十分大きい．放射電力 Prは放射される全電力であり 
   φθθφθππ

ddr
Z

rPr sin|),,(| 2

0
0

2

0 ∫∫=
E  (2・116) 

で与えられる． 
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 ここで，アンテナへの入力電力を Pin，損失電力を Plossとすると Pin = Pr + Plossであり，放射

抵抗 Rrはアンテナの給電点での電流を I として 

   
2|| I

PR r
r =  (2・117) 

となる．以下，放射抵抗の例をあげる． 
例：微小ダイポールアンテナ 

   

長：微小ダイポールの全l

llRr

2
2

2

0

0 80
3

2






≅






=

λ
π

λε
µπ  (2・118) 

   

：巻数：ループ面積，nS

SnRr
2

4

)(320 





=

λ
π  (2・119) 

 
2-9-2 入力インピーダンス 

 アンテナの給電点での電圧と電流の関係から入力インピーダンスは定義される．入力イン

ピーダンスの実部は放射に関わる放射抵抗と損失にともなう損失抵抗の和である．また，ア

ンテナの入力インピーダンスの虚数部は，アンテナの近傍，特に給電点の近傍での影響や相

互作用に関係した値である．したがって，アンテナの放射抵抗はアンテナの放射界が知られ

ていれば求めることが可能である．一方，アンテナの入力インピーダンスの計算は近傍界を

含めた解析が必要となり，放射抵抗の計算に比較して複雑である．更に，実際のアンテナの

給電部を解析時に詳細にモデル化するのは困難である場合が多いため，リアクタンス成分の

実験値と計算値に差異が出ることをしばしば経験する． 
 アンテナの入力インピーダンスを求める問題は，電流分布を未知関数とする境界値問題に

帰着する．その解法は目的と精度によっていくつかに分類される．詳細は 10 章で述べられて

いるので，ここでは代表的な計算手法の概念的な説明にとどめる． 

 

図 2・22 地板上モノポールアンテナ電流分布の位相測定例 
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 ポインチング電力法では，アンテナを取り囲む領域でポインチング電力を積分し放射電力

を求め，アンテナの給電電力との比からアンテナの放射抵抗を求める．起電力法は，アンテ

ナの電流分布を正弦波的であるとする計算法である．アンテナの素子が十分に細くアンテナ

の素子長が半波長程度までであれば，ある程度実用的な制度で入力インピーダンスを求める

ことが可能である．一方，図 2･22 に示すように，電気長が長くなると電流分布の位相は均一

ではなくなる．モーメント法 14) は，アンテナを区分的に分割することにより，これらの位相

を含めたアンテナ素子上の電流分布の変化を計算結果に反映できる手法である．適切な分割

により実用的に十分な精度で入力インピーダンスの計算結果を得ることが多く，広く用いら

れている． 
 
2-9-3 アンテナ系のインピーダンス 

 図 2･23 に示す，離れて配列された二つのアンテナの間には相互作用があり，第 1 のアンテ

ナに流れる電流によって発生した電界は第 2 のアンテナに到達し給電点に電圧を発生する．

その係数を Z21と表し相互インピーダンスと呼ぶ．2 端子対の回路網として考えると，二つの

給電点での電圧と電流を次の関係式で記述できる．ただし，Z11, Z22は自己インピーダンス，

Z21, Z12は相互インピーダンスであり，可逆性より Z12 = Z21である． 

 
図 2・23 自己インピーダンスと相互インピーダンスとインピーダンス行列 

 
図 2・24 相互インピーダンスの計算値 
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   V1 = Z11I1 + Z12I2 (2・120) 
   V2 = Z21I1 + Z22I2 (2・121) 
 ここで，給電点に#2 が解放されている場合には I2 = 0 となるため V1 = Z11I1であり，Z11は給

電点#1 での入力インピーダンスとなる．しかしながら，これは素子#1 が単独で存在する場合

の値とは異なることに注意を要する．あくまでも素子#2 が同時に存在し，その給電点#2 が解

放されていることが必要である．2 素子の場合について素子の長さと素子間の間隔を変化さ

せた場合の相互インピーダンスをモーメント法を用いて計算した例を図 2･24(a),(b)に示す． 
 同様に 2 素子以上の多素子の場合にもアンテナ全体を多端子回路網と考えて各給電点でも

電圧と電流の関係をインピーダンス行列を用いて記述することができる． 
 また，図 2･25 のような給電回路をアンテナに接続した場合には，①アンテナ系でのイン

ピーダンス行列，②給電回路のインピーダンス行列をそれぞれ記述して，それぞれの接続点

である給電点で電圧と電流の条件を合わせることによりアンテナ素子の励振条件が求めら

れる． 

 
図 2・25 アンテナ系・給電系・インピーダンス行列 

 
2-9-4 放射効率 

 アンテナからの放射電力はアンテナを取り囲む全立体にわたってポインチング電力を面積

分することにより求められる．一方，アンテナへの入力電力は入射電力と反射電力の差で与

えられる．アンテナの放射効率η は入力電力と放射電力の比であり，放射抵抗 Rrと損失抵抗

Rlossを用いて次のように定義される． 
   

lossRR
R

r

r

+
=η  (2・122) 

 一般に小形アンテナは放射効率が低くなるため，整合がとれていることに加えて放射効率

が重要である．小形アンテナでは整合回路を設けることにより，アンテナの入力インピーダ

ンスを給電線路の特性インピーダンス（例えば 50Ω）と一致させた場合でも，その放射効率

が低く能率の悪いアンテナとなることがある．すなわち，整合がとれていることは，アンテ

ナが理想的な状態で動作するための必要条件であって十分条件ではない．具体例として微小

ループアンテナでは放射抵抗に比べて大きな損失抵抗をもつことになるため，その放射効率

は低い．また，損失抵抗の計算は表皮厚さを考慮して計算される場合が多いが，この場合で

もアンテナ素子の断面の周方向には均一の電流分布を仮定する場合が多いため実際の損失抵

抗は計算よりも大きくなることを経験する． 
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2-9-5 SAR（Specific Absorption Rate：比吸収率） 

 携帯電話などの携帯無線機器は人体の近傍で使用されるため，アンテナからの放射電力の

一部は人体に吸収される．吸収量を規定する基準値がいくつか設けられており，基準に用い

られる数値として SAR（比吸収率）〔W/kg〕がある 15)~17)．SAR は導電率 σ と比重 ρ 及び電

界 E を用いて次のように表される． 

   2||SAR E
ρ
σ

=  (2・123) 

 局所 SAR は損失性媒質の微小体積に吸収される電力とその微小体積の重量との比の極源

として定義されるが，実際の測定や計算では，ある広がりでの平均をとる必要がある．周波

数が低い場合には人体の大きさに比べて波長が十分長いため局所的な SAR ではなく，人体全

体の平均 SAR が用いられてきた．これに対して携帯電話などの周波数帯ではアンテナの近傍

などで局所的に高い SAR が想定される．このため，局所的な SAR としてピーク SAR が用い

られる．また，ピーク SAR の算出には決められた形状や体積及び時間にわたる平均化をする

必要があり，立方体で 1 g あるいは 10 g が，また時間では 6 mi 17) や 30 mi 16) が用いられてい

る． 
 
2-9-6 指向性 

 アンテナから放射される電磁界は観測点の方向と観測点までの距離の関数であるため，近

傍領域やフレネル領域では距離により電磁界は変化する．一方，波長に比べて十分遠方は球

面波となることから放射パターンは距離に依存しなくなり，電界は次式で与えられる． 

   

r
jkrr )exp(),(),,( −

= φθφθ DE  (2・124) 

ここで，D(θ, φ) は指向性関数と呼ばれる． 
 
(1) 無指向性，等方性，全方向性 

 あらゆる方向性に均一に放射する指向性を無指向性あるいは等方性と呼び，D(θ, φ) = 定数

に相当する．音波においては球状物体の全表面を均一に収縮させ，このような指向性を実際

につくることが考えられるが，ベクトル場である電波の場合には偏波を含めて考えると，こ

のような無指向性のアンテナは実現することはできないため，あくまでも仮想的なものであ

る．これに対して，例えば垂直半波長ダイポールアンテナは垂直偏波を水平面内に均一に放

射する．このような指向性を全方向性という．ブラウンアンテナなどの垂直偏波全方向性の

指向性を無指向性あるいは水平面内無指向性と表現される場合があるが，無指向性の本来の

意味と全方向性との違いについては区別しておく必要がある．図 2･26 はアンテナの指向性パ

ターンの模式図である． 
ある程度利得の高いアンテナの指向性は，いくつかのローブとナルにより構成される．最

も強い放射を行う方向を主ビーム方向と呼び，またそのローブを主ローブあるいは主ビーム

と呼ぶ．電界強度が最大放射方向から 2/1 低下（利得低下 3 dB に相当）する方向の角度範

囲を半値角と呼ぶ．主ローブ以外のローブはサイドローブと呼び，特に後方のローブをバッ

クローブと呼ぶ．FB 比（前後比）とは図のように後方の 120 度の範囲での最大の値と正面の

値との比から定義される． 
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図 2・26 パターンの模式図 

 
(2) 指向性の表示形式 

 指向性の表示方法には大きく分けて極座標形式と直交座標形式がある．また，強度を表す

軸として電界強度表示，電力表示及びデシベル表示がある（図 2･27）．表示形式により図の

見え方が変化する．表示例として八木・宇田アンテナの指向性の放射指向性の計算結果を

示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 電界パターン         (b) 電力パターン        (c) デシベルパターン 

図 2・27 極座標表示 

 
2-9-7 利 得 

(1) 絶対利得，相対利得 

 あるアンテナの利得とは，①そのアンテナのから特定の方向に放射される電波の電力密度

と，②基準として考えるアンテナから放射される電波の電力密度の比として定義される．利

得は観測方向性の関数であり，無次元の量である．基準アンテナとしては等方性アンテナの

及び半波長ダイポールアンテナがよく用いられ，等方性アンテナを基準とした場合の利得を

絶対利得，また，半波長ダイポールアンテナなどの基準となるアンテナを用いた場合にはそ

の基準アンテナに対する相対利得と呼ぶ．半波長ダイポールを基準とする相対利得 Ghと絶対

利得 Gaとの関係は次の式で換算できる． 
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   Ga = 1.64 Gh  （Ga = Gh + 2.15〔dB〕） 
 

(2) 指向性利得 

 指向性利得とは，アンテナが全立体角のわたって均一に放射する状態を基準として，アン

テナが特定の方向に電波を集中させて放射する能力に対応しており，次式で定義される． 

∫ ∫
= π π

θθφθφ

φθπφθ 2

0 0

2

2

sin|),,(|

|),,(|4),(
drd

rGd
E

E  
(2・125)

 

 

(3) アンテナと給電線路の整合 

アンテナと給電線路との整合の状態を表す指標として，アンテナの入力インピーダンス，

電圧定在波比（VSWR），反射係数，リターンロスなどが用いられる．線路上の任意の点にお

ける入射電圧波反射電圧波の比を反射係数といい，特性インピーダンス Z0の給電線路に負荷

インピーダンス Zl が接続されている場合の負荷の位置における反射係数は 
   

0

0

ZZ
ZZ

l

l

+
−

=Γ  (2・126) 

で表される． 
 リターンロスは入射電力と反射電力の比であり，値が大きいほど整合状態が良い．一方，

反射損は不整合に起因する負荷側に供給される電力の減少に対応した量であり，整合状態が

良いほど小さい値となる．電圧定状波比 S（VSWR）及び反射係数と反射損 M の関係 7) は 

   
2

2

||1
1

4
)1(

Γ−
=

+
=

S
SM  (2・127) 

であり，図 2･28 に示すように VSWR が 2 の場合には反射損は 0.5 dB 程度となる． 

 
図 2・28 S（VSWR）及び反射係数 |Γ |と反射損 M の関係 

 
(4) 動作利得 

 アンテナのインピーダンス整合が完全でない場合には，電圧定在波比 S に対応する反射損

を生じる．動作利得はアンテナの入力インピーダンスの不整合による反射損とアンテナの入

力インピーダンスの放射効率η を考慮した利得であり，アンテナの動作利得 Gw，絶対利得
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Ga，指向性利得 Gdの関係は次式で与えられる． 

   

M
G

M
GG daw

11 η==  (2・128) 

 アンテナに損失がなく，インピーダンス整合がとれている場合には指向性利得と動作利得

は一致する． 
 
(5) 平均実行利得 

 移動通信環境でのアンテナの実効的評価指数には，測定対象となる電波環境を適切に取り

組むことが必要である．平均実行利得とは到来電波の到来方向確率分布と偏波を考慮して移

動通信においてより実効的なアンテナの評価指数を与えようとするものである．特に所望偏

波（主として垂直偏波）と交さ偏波のエネルギー比率に注目し，測定環境における垂直偏波

と水平偏波の受信電力の中央値の測定結果（Pv及び Ph）から交さ偏波電力比 XPR は次式で

与えられる． 
   

h

v

P
P

=XPR  (2・129) 

 これを用いて MEG（Mean Effective Gain）18) は次のように定義される． 

   φθθφθφθφθφθ
π π

φφθθ ddPGPG sin),(),(
XPR1
1),(),(

XPR1
XPRXEG

2

0 0∫ ∫ 







+
+

+
=  

 (2・130) 
 ここで，Gθ (θ, φ) 及び Gφ (θ, φ) は被測定アンテナのθとφ 成分の動作利得パターン，また

Pθ (θ, φ) 及び Pφ (θ, φ) は対応する偏波成分の確率密度関数である．なお，東京都心部での測

定結果から，水平偏波の到来度は垂直偏波よりも高めの仰角から到来し，到来電波の角度の

分散は水平偏波が 90 度から 60 度と垂直偏波に比べて 2 倍から 3 倍であり，XAR は 6 dB 程

度 18) と報告されている． 
 
2-9-8 実効長と実行高 19) 

 アンテナの給電点の電流はアンテナの素子上の電流分布よりも容易に測定することが可能

である．もともと，実行高や実行長は主として波長が長い周波数帯において給電点電流から

アンテナのからの放射電界を求めるための指標であった．垂直アンテナからの放射電力は微

小電流素からの電界の寄与にアンテナの素子上の電流分布 I(x) の大きさの重みをかけて積分

することで求められる．積分結果は長さと電流の積の次元をもつため，これを電流値 Imで割

った値は長さの次元となり，これを実行高 heと呼ぶ． 

   ∫=
L

me dxxIIh
0

)(  (2・131) 

 電流 Imの値として電流分布の最大値（通常は給電点の電流値）が用いられるのが普通で

ある． 
 垂直偏波の電界強度は実行高 he と給電点電流 I(0) との積（これをメータアンペアと呼び，

送信用接地アンテナの放射能力を表す）により次式で与えられる． 
   )0(60 Ih

R
jE eλ

π
=  (2・132) 
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 垂直接地アンテナであれば電界強度は理想的には 2 倍となるが，実際には接地状態に依存

する．また，半波長ダイポールアンテナと折返し半波長ダイポールアンテナの放射指向性は

同一であるが，どの実行高は折返し半波長ダイポールアンテナでは 2 倍となる． 
 実行長は偏波整合の状態も含めた指数とするために，スカラからベクトルに拡張されてい

る．ベクトル実行高は偏波整合の整合を含めたアンテナの実行面積に相当するベクトルパラ

メータで方向の関数であり，複素パターン hθ (θ, φ)，hφ (θ, φ)を用いて次式で定義される． 

   ),(ˆ),(ˆ φθφθ φφθθθ hahah +=  (2・133) 

 ベクトル実行高（単位：m）と入射電界ベクトル（単位：V/m）の内積は電圧となり，受

信アンテナの開放電圧を与える 20)．なお，ここで共役をとるのは送信アンテナで定義される

ベクトル実行長を受信アンテナのとして用いているためである 22)． 
   VOP = Ei･he

* (2・134) 
 ここで，Eiは入射電界ベクトル，heはベクトル実行長である． 
 
(1) 実行放射電力 

 アンテナに供給される電力とアンテナのもつ動作利得の積は無線通信の到達距離やサービ

スエリアを判断する指標となる．半波長ダイポールアンテナを基準とする相対利得 Gh及び絶

対利得を Gaとすると送信電力が W である場合の電界強度 E が次式で与えられる． 

   WG
d

E h
7

=  (2・135) 

   WG
d

E a301
=  (2・136) 

 ここで，GhWを実行放射電力，GaWを等価等方放射電力（EIRP：Effective Isotropically Radiated 
Power）という． 
 
2-9-9 実行面積と利得係数 

 受信アンテナがどれだけの面積にわたる電力密度を取り組むかを表す指数を実行面積と

呼ぶ． 
 実行面積 Aeとアンテナの動作利得 Gwの間には 

   
we GA

π
λ
4

2

=  (2・137) 

の関係がある． 
 ホーンアンテナやパラボラアンテナのように物理的開口をイメージしやすいアンテナでは

面積という概念はとらえやすい．アンテナの開口の全域にわたって，電力を受信するとすれ

ば，開口面積は実行面積と等しくなる（この状態を送信アンテナで考えると開口面全域にわ

たって均一に電界が分布していることに相当する）が，一般のアンテナではそのようなこと

はなく，実行面積はアンテナの幾何学的面積以下となることが普通である．アンテナの幾何

学的面積以下に対する実行面積の比率は利得係数あるいは開口効率と呼ばれる．ホーンアン

テナやパラボラアンテナ開口効率ηは，おおむね 50 %から 80 %程度である． 
 なお，式(2･137)はこの実行面積には導体損による損失は含まれているが，偏波とインピー
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ダンスに関わる不整合損失は含まれていないため 21)，これを考慮すると次式 22) となる． 

   
ne pqGA

π
λ
4

2

=   （ただし，0<p<1, 0<q<1）  (2・138) 

 ここで，p は偏波整合度と呼ばれ，到来波の偏波と受信アンテナの偏波の一致の度合いを

表している．また，q はインピーダンス整合度であり不整合損失の項に相当している． 
 このように，アンテナの利得からアンテナの実行開口面積が求まるが，線状アンテナの場

合にはアンテナの断面積でアンテナの幾何学的面積を定義するのは適当ではない． 
 利得から計算される半波長ダイポールアンテナの実行面積は約 0.13λ2である．また，これ

をエンドファイア形に配列したアンテナの場合はアンテナを正面から見込んだ場合の素子は

ほとんど重なりあっているが，その利得から計算される実行面積は利得に比例して大きくな

る．八木・宇田アンテナに代表されるエンドファイア形のアンテナでは，空間的に広がって

いる到来電波のエネルギーが伝搬方向に配列された素子の相互作用により放射器に集められ

ていると解釈できる．半波長ダイポールアンテナ 23) と八木・宇田アンテナの利得から計算さ

れる実行面積を模式的に図 2･29 に示す． 

 

図 2・29 実効面積 

 
2-9-10 雑音温度と G/T 

無線通信において通信品質を制限する雑音要素として，鑑賞によるものと熱雑音によるも

のがある．携帯電話システムのような比較的近距離で多数の無線局が存在し通信するシステ

ムでは，システムの容量は干渉雑音によって規定される場合が多い．これに対して深宇宙通

信など，極めて遠方の電波を受信する場合には受信システムの熱雑音をいかに低減できるか

が，通信の限界性能を決定する重要な要素である． 
 アンテナが反射のない理想的な電波暗室内に置かれている場合を考える．アンテナを含む

環境が絶対零度の場合，熱雑音は発生しない．一方，絶対零度 T の環境に置かれている場合

には温度 T と帯域幅 B に比例した雑音電力 
   PN = kTB (2・139) 
がアンテナに受信される．ここで，k はボルツマン定数である． 
 アンテナの主ビームの向いている部分の電波吸収体の温度が絶対零度であれば，主ビーム

は雑音電力を受信しないことになる．アンテナは，アンテナを取り組む全立体角から到来す
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る雑音電力をアンテナの指向性の重みをつけて受信していることになる．ある方向から到来

する単位面積，単位時間，単位立体角，単位周波数（1 Hz）当たりの到来電力を輝度

〔W･m－2･Hz－1･rad－2〕1) という．また，これと等しい電力放射に相当する温度を輝度温度

Tbと呼ぶ．均一に放射しない物体の場合には，物理的温度 Tmと輝度温度 Tb の関係は方向の

関数である放射率 ε (θ, φ) を用いて次式で表される 24)． 
   Tb = ε (θ, φ) Tm (2・140) 
 宇宙からの到来電力はランダムな成分とコヒーレントな成分がある．雑音に相当するのは

ランダムな成分であることから，輝度温度のランダムな成分に相当する部分を Tb
rとすると，

全立体角にわたる輝度温度分布が既知である場合，アンテナのアンテナ温度 TAは次のように

定義される． 

   

∫ ∫
∫ ∫

π π

π π

θθφθφ

θθφθφθφ
2

0 0

2

0 0

sin),(

sin),(),(

dGd

dGTd
T

r
b

A

 
(2・141)

 

 分母はアンテナ立体角あるいはビーム角と呼ばれるものである．このアンテナ立体角を主

ビームに関わる部分Ωm と副ビームに関わる部分Ωs に分け，電波天文で使用するアンテナの

性能の評価指数として用いられるビーム効率ηΩ や浮遊ファクタβ 25) は次のように定義でき

る． 
   

sm

m

ΩΩ
ΩηΩ +

=  (2・142) 

   

sm

m

ΩΩ
Ωηβ Ω +

=−=1  (2・143) 

 マイクロ波帯などの高い周波数では熱雑音以外の雑音は少ないが，低い周波数帯では熱雑

音以外の雑音が大きいため，例えば短波体では雑音温度は高くなる．熱雑音以外の雑音も換

算し等価的に熱雑音とみなし，その温度によって雑音量を評価することができる． 
 また，利得が高いことと雑音温度が低いことが受信形の受信能力の指標となるため，G/T
が衛星通信の受信アンテナシステムの評価指数としてしばしば用いられる． 
 
  



電子情報通信学会『知識の森』（http://www.ieice-hbkb.org/） 
4 群－2 編－2 章 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2013 42/(52) 

■4群 - 2編 - 2章 

2-10 可逆定理と送受アンテナ 
（執筆者：澤谷邦男）[2010 年 3 月 受領] 

2-10-1 可逆定理 

 図 2･30 に示すように，線形で等方性媒質中に電流源 J01が置かれたときの電磁界を E1, H1

とし，また他の電流源 J02が置かれたときの電磁界を E2, H2としたとき，それぞれの電磁界

は 
    (2・144) 
    (2・145) 
    (2・146) 
    (2・147) 

を満足する．ここで，H2･(2･144) + E2･(2･145) －H1･(2･146) －E1･(2･147) を求めると 

   
0120211221 )()( JEJEHEHE ････ +−=×∇−×∇  (2・148) 

が得られる．この式を図 2･30 に示す領域 V にわたって体積積分し，ガウスの定理を適用す

ると 

   ∫∫ −=×−×
VS

dSdSn )(ˆ)( 0210121221 JEJEHEHE ･･･  (2・149) 

となる．ここで，S は V を囲む閉じた面である．次に，領域 V が無限空間になり，S が無限

遠となった場合を考えると，式(2･149)の左辺は消滅するので 

   0)( 021012 =−∫V dSJEJE ･･  (2・150) 

が成立する．この関係式は，可逆定理または相反定理と呼ばれており，受信アンテナの特性

を求める際に必要となる関係式である 1), 2)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2・30 線形・等方性媒質中の電流源 

 
2-10-2 アンテナ特性の可逆性 

 式(2･150)で与えられる可逆定理を図 2･31 に示す線状アンテナに適用し，#1, #2 のアンテナ

を送信として用いた場合の電流密度をそれぞれ J01, J02とすると 
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   I1Z12I2－I2Z21I1 = 0 (2・151) 
が成立する．ここで，I1, I2は図に示すように，それぞれ#1 と#2 のアンテナの給電点電流であ

る．また，Z12と Z21はそれぞれ 
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∫
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2

1
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1

1
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v

dV
II

Z
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Z

JE

JE

･
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(2・152)

 

で表される#1 と#2 のアンテナの間の相互インピーダンスであり，v1, v2はそれぞれ#1，#2 の

アンテナを囲む空間を表す．式(2･151)より， 
   Z12 = Z21 (2・153) 
が成立し，2-9-2 項のアンテナ系のインピーダンスにおいて，可逆性が成り立つことが分かる． 

 
図 2・31 線形・等方性媒質中の線状アンテナ 

 
2-10-3 受信アンテナの諸定数 

(1) 受信電圧と受信電流 

 図 2･31 に示すアンテナ#1 を送信アンテナとして使用し，アンテナ#2 で受信する場合を考

える．送信アンテナ#1 と受信アンテナ#2 の給電端子の電圧と電流をそれぞれ V1, V2及び I1, I2

としたとき，これらの間には 

   

2221212

2121111

IZIZV
IZIZV

+=
+=  (2・154) 

の関係が成り立つ．ここで，Z12 = Z21は式(2･152)で与えられる相互インピーダンスであり，

また Z11, Z22は 
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で与えられる自己インピーダンスである．受信アンテナ#2 の給電端子を開放（I2 = 0）とした

ときの受信開放電圧 V0は，式(2･154)を用いて 
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   ∫−==
2
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2
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v
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 (2・156) 

となる．また，受信アンテナに負荷インピーダンス Zlが接続されたときの受信電流 I2は，式

(2･154)において V2 = －Zl I2と置くことにより 
   

lZZ
VI
+22

0
2

 (2・157) 

と求められる．ここで，Z22 は受信アンテナ#2 を送信アンテナとして使用したときの入力イ

ンピーダンスである． 

 
図 2・32 受信アンテナとその等価回路 

 
 以上のことから図 2･32 に示すように，電界 E を受信アンテナで受信したときの受信開放

電圧 V0は 

   
ev

dV
I

V lEJE ･･ −=−= ∫ 00
1  (2・158) 

で与えられる．ここで，leは 2-9-8 項に示す受信アンテナのベクトル実行長であり，受信アン

テナを送信アンテナとして用いた場合の電流分布，あるいは複素パターンにより定義される．

また，式(2･158)において，電流分布 J0/I は，受信アンテナを送信アンテナとして用いた場合

の電流分布であり，受信アンテナの電流分布ではない．更に，負荷インピーダンス Zlが接続

されたときの受信電流 I は I = －I2，Z = Z22と置くと，式(2･158)より 
   

lZZ
VI
+

= 0  (2・159) 

で与えられる．ここで，Z は受信アンテナを送信アンテナとして使用したときの入力インピ

ーダンスである． 
 なお，受信開放電圧 V0 の絶対値だけが必要な場合には，受信アンテナの利得から V0 を求

めることができる．受信アンテナの偏波特性と到来波の偏波特性が一致しており，また負荷

インピーダンス Zl がアンテナのインピーダンス Z の複素共役のときの受信電力は式(2･161)
で与えられることから 

   ),(||1090.24|| 2
0 φθλ aa RGRWV E−×==  (2・160) 

で与えられる．ここで，R は負荷インピーダンス Zl の実部 = アンテナのインピーダンス Z
の実部である． 
 
(2) 受信電力 
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 アンテナが負荷によって取り出される電力は，負荷インピーダンス Zlによって変化し，負

荷インピーダンス Zlがアンテナのインピーダンス Z の複素共役のとき，受信電力は最大とな

る．このときのアンテナの最大受信有効電力を Waとし，到来する電波の電界を E，受信アン

テナの絶対利得を Gaとしたときの受信電力は 

   224

0

22

0

2

||),(1011.2
4

||),(|| EEE φθλ
π

φθλ
a

a
ea G

Z
GA

Z
W −×===  (2・161) 

で与えられる 1)．ここで，λ は波長，Ae は式(2･167)で与えられる受信アンテナの実行開口面

積，Z0は平面波の固有インピーダンスである． 
 負荷インピーダンス Zlとアンテナのインピーダンス Z に不整合があると，受信電力は最大

受信有効電力 Wa よりも減少する．また，受信アンテナの偏波特性と到来電波の偏波と一致

しない場合にも，受信電力は減少する．これらを考慮したときの受信電力 Wrは 
   Wr = (1－| Γ |2 ) ξ Wa (2・162) 
となる．ここで，Γ = (Zl－Z)/( Zl + Z) である．またξ は受信アンテナの偏波効率または偏波

整合度であり，ベクトル実行長を用いて 

   
22

2

||||
||
e

e

lE
lE･

=ξ  (2・163) 

により定義される 2)． 
 
(3) 受信利得 

 受信アンテナの利得は，そのアンテナを送信に用いた場合の利得に等しく，受信利得と送

信利得を区別する必要はない． 
 
(4) 電流分布 

 受信アンテナの電流分布はそのアンテナを送信に用いた場合の電流分布とは異なる．しか

しながら，受信電圧・電流やベクトル実行長を求める際に用いる電流分布は，そのアンテナ

を送信に使ったときの電流分布であり，実際には受信アンテナの電流分布を求める必要は

ない． 
 
(5) 受信アンテナ系の回路定数 

 図 2･33 に示すように，N 個の独立した給電端子対をもつ受信アンテナ系の端子電圧と端子

電流の間には一般に 

   NmVIZ
N

n
mnmn∑

=

==
1

,3,2,1, 
 (2・164) 

が成立する．このアンテナ系を到来波の中に置き，全端子を同時に開放したときの各端子の

電圧を V0mとすると，各端子に Zlmの負荷インピーダンスを接続したときの等価回路は図 2･33
のようになる．この図から分かるように，V0mの間には Vm = V0m－Zlm Imの関係が成立するの

で，式(2･164)は 
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 (2・165) 

となる． 

 
図 2・33 受信アンテナ系とその等価回路 

 アンテナを送信用として使ったときの特性と受信用として使用したときの特性の関係は以

下のとおりである． 
① 送信アンテナ系の自己・相互インピーダンスは送信アンテナ系の自己・相互インピー

ダンスと等しい．また，送信アンテナ系と受信アンテナ系が混在しているときも，これ

らの給電端子を端子とする多端子界とみなすことができる． 
② 送信アンテナの指向性と受信アンテナの指向性は位相も含めて等しい． 
③ 受信アンテナの利得は送信アンテナの利得に等しい． 

 
2-10-4 送受アンテナ間の伝達電力 

 図 2･34 のように散乱体がない理想的な自由空間に送信アンテナが置かれたとき，放射され

る電力密度は 
   ),(

4 2 φθ
π t

t G
r

WP =  (2・166) 

で与えられる．ここで，Wtは送信電力，Gtは送信アンテナの動作利得であり，θ, φ は受信点

の方向，r は送信アンテナと観測点の間の距離である．Gt = 1 の場合は送信アンテナが無指向

性（等方性）であることを意味する．受信点に動作利得 Grの受信アンテナを置いて放射電力

を受信するとき，受信アンテナは 

   
rer GA

π
λ
4

2

=  (2・167) 

で与えられる実行面積 Aer をもっていることから，送信アンテナと受信アンテナの偏特性が

一致している場合には，受信電力 Wrは 
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で与えられる．ここで，λ は波長である．この式はフリスの伝達公式と呼ばれている 1), 2)．こ

の式から明らかなように，送信側と受信側を入れ換えても伝達される電力は等しく，可逆性

が成立する． 

 
図 2・34 フリスの伝達公式の説明図 

 動作利得と実行面積の間には式(2･167)の関係があることから，送受アンテナの実行面積

Aet, Aerを用いてフリスの伝達公式を表すと 

   
t
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err W

r
AAPAW 2)(λ

==  (2・169) 

となる． 
 自由空間における送信電力と受信電力の比は自由空間伝送損と呼ばれており，これを Lfと

置くと式(2･168)より 
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で与えられる．また，送受アンテナとして無指向性アンテナを用いた場合の自由空間伝送損

を自由空間基本伝送損と呼び，これを Lbfと置くと 
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(2・171) 

で与えられる 2)． 
 以上の伝達電力に関する理論は伝搬路の散乱体が存在しないときに成立するが，実際の伝

搬路には大地や山岳，ビルなどの反射，大気による屈折，電離層による反射，大気による吸

収が存在するので，これらの影響を考慮する必要がある． 
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■4群 - 2編 - 2章 

2-11 散乱断面積とレーダ方程式 
（執筆者：澤谷邦男・安達三郎）[2010 年 3 月 受領] 

2-11-1 散乱断面積と光学定理 

 図 2･35 に示すように，散乱体に平面波が入射すると散乱導体には表面に流れる導電電流に

よって，また誘電体の場合には内部に分極電流が生じ，これらが波源となって電磁波を放射，

すなわち散乱する．散乱電磁界はアンテナの放射と同様に十分遠方では球面上となり，散乱

状態からの距離に反比例して減少する．散乱波は入射面波の方向と偏波によって異なり，入

射波の電界成分を Eθ
i, Eφ

i，散乱波の電界成分 Eθ
S, Eφ

Sをとしたとき 
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が成立する．ここで，[S]は散乱行列であり，a, b, c, d は入射方向と散乱方向の複素関数であ

る．特に送信点と受信点が一致している場合は，入射界と散乱界を入れ換えても可逆定理に

より散乱界が等しくなることから，b = c となる． 

 
図 2・35 散乱体と散乱波 

 レーダなどでは散乱波の強度を観測することにより，散乱物体を推定するので，散乱体の

散乱特性を定量的に表現する必要がある．これを表す定数として散乱断面積がある．図 2･35
に示すように，散乱体に Piの電力密度で入射した平面波によって散乱波が生じ，散乱体から

距離 r の受信点における電力密度が PSであったとき，散乱断面積は 

   

),(
),(4lim),,,( 2

φθ
φθπφθφθσ i

S

r P
Pr

′′
=′′

∞→

 (2･173) 

で定義される．ここで，θ, φ 及びθ ', φ' はそれぞれ到来方向と観測点の方向を表す．式(2･173)
は，観測点における散乱電力が入射波の到来方向に垂直な断面積 σ〔m2〕内に含まれる入射
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電力を全方向に無指向性で散乱する仮想的な等方性散乱体の散乱電力に等しいことを意味し

ている．このように定義された散乱断面積σ を用いることにより，図 2･35 に示すように，

送信アンテナから放射され，散乱体によって散乱された電磁界を受信アンテナで受信した場

合の受信電力は 

   
223

2

)4(
),(),(),,,(

rR
WGGW trt

r π
φθφθλφθφθσ ′′′′

=  (2・174) 

により求められる．ここで，Wt は送信電力，Gt, Gr はそれぞれ送信アンテナと受信アンテナ

の散乱体方向の動作利得，R, r はそれぞれ送信アンテナの散乱体の間及び散乱体と受信アン

テナの間の距離である． 
 到来方向と散乱方向が一致する場合を後方散乱と呼び，その断面積は特に後方散乱断面積

またはレーダ断面積（RCS：Radar Cross Section）と呼ばれ，レーダ受信される電力を決定す

る重要な定数である．また，入射波の進行方向に延長した方向への散乱を前方散乱と呼ぶ． 
 散乱断面積の別の表し方として微分散乱断面積がある．これは，単位立体角当たりの散乱

電力 PSdS/DΩ（図 2･36 参照）と入射電力密度 Piの比で定義され，これをσ’と置くと 
   σ’ = 4 π σ (2・175) 
で表される． 

 
図 2・36 散乱波の電力密度 

 更に，散乱体から散乱される全電力と入射電力密度 Piの比で定義される全散乱断面積σsは 
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で定義される． 
 散乱体が有限な導電率をもつ導体の場合，あるいは誘電損を有する誘電体の場合，入射し

た電力の一部は熱となって吸収される．この吸収電力と Piの比で定義される散乱断面積をσ a

と置くと，σt = σa + σsで定義される面積は全断面積と呼ばれている． 
 z 方向に伝搬し x 方向に偏波した平面波    が散乱体に入射し，これによって散乱さ

れる遠方電界が 

   )exp(),(),( 0 jkr
kr
Es −′′=′′ φθφθ FE  (2・177) 

で表されるとき，前方の散乱指向性 F(θ ’ = 0)と全断面積σtとの間には 

   ])0(ˆ[Im4
2 =′−= θπσ Fx･

kt
 (2・178) 

の関係が成立する．これは光学定理と呼ばれている 26), 27)． 
 

jkzeE −
0x̂
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2-11-2 レーダ方程式 

 図 2･37 に示すように，レーダでは送信アンテナと受信アンテナ共有するので，式(2･174)
よりレーダが受信する受信最大有効電力は 

   
43
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)4(
),(),,,(

R
WGW t

r π
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=  (2・179) 

となる．この関係式はレーダ方程式と呼ばれている． 
 これらの式は，自由空間に散乱体が置かれている場合に成立するが，実際には，伝搬路中

の減衰や偏波面の変化などが存在するので，これらの影響を考慮する必要がある． 

 
図 2・37 レーダ 
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■4群 - 2編 - 2章 

2-12 ポアンカレ球 
（執筆者：佐藤敏雄）[2010 年 3 月 受領] 

 偏波に関する諸量は，ポアンカレ（Poincar）28) が光学の領域で導入し，デシャン（Deachamps）29) 

が電磁波に対して適用したポアンカレ球（Poincar’s Sphere）の概念を用いて容易に説明する

ことができる．図 2･38 にポアンカレ球と偏波だ円の対応を示す．ポアンカレ球においては，

赤道は直線偏波を示す．北極は左旋円偏波を，また南極は右旋円偏波を示し，その中にはだ

円偏波を示している． 
 図 2･38(a)，(b)に示すように，だ円偏波の長軸の x 軸から傾きβ は，ポアンカレ球上の経

緯 2β で表され，軸比 r = cot α = b/a は緯度 2α に対応している． 
 だ円偏波の偏波比（Polarization Radio）P はだ円偏波の電界の水平成分を EH，垂直成分を

EVとすれば 
   )(exp|tan| φγ j

E
EP

H

V ==  (2・180) 

で表される．P はポアンカレ球上で球面三角形 HKP の 1 辺の長さ HP = 2γ と角 KHP = φ で表

される． 

 
図 2・38 ポアンカレ球 
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